
東京都品川区大崎一丁目15番９号

代表取締役社長　嶋　山　芳　夫

2025年６月10日
証券コード 7916

株　主　各　位

第123回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第123回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご通知申し上げます。
　本株主総会の招集に際しては、株主総会参考書類等の内容である情報（電子提供措置事項）につ
いて電子提供措置をとっており、インターネット上の当社ウェブサイトに電子提供措置事項を掲載
しております。
　　当社ウェブサイト
　　https://www.mitsumura.co.jp/ir/stock-meeting/
　また、上記のほか、東京証券取引所（東証）のウェブサイトでも電子提供措置をとっております。
以下の東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）にアクセスして、「銘柄名（会社名）」に「光
村印刷」または証券「コード」に「7916」（半角）を入力・検索し、「基本情報」、「縦覧書類／Ｐ
Ｒ情報」の順に選択して、ご確認いただけます。
　　東証ウェブサイト（東証上場会社情報サービス）
　　https://www2.jpx.co.jp/tseHpFront/JJK010010Action.do?Show=Show
　なお、当日ご出席されない場合は、書面またはインターネットによって議決権を行使することが
できますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、2025年６月26日（木曜日）
午後６時までに議決権を行使してくださいますようお願い申し上げます。

【書面による議決権の行使の場合】
　同封の議決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、上記の行使期限までに到着する
ようご返送ください。議決権行使書面において、議案に賛否の表示がない場合は、賛成の意思表示
をされたものとして取り扱わせていただきます。

【インターネットによる議決権の行使の場合】
　インターネットにより議決権を行使される場合には、４頁のインターネットによる議決権行使の
お手続きについてをご高覧のうえ、上記の行使期限までにご行使ください。

敬　具

（電子提供措置の開始日2025年６月５日）
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◎株主総会にご出席の株主様へのお土産の提供はいたしておりませんので、ご了承賜りますようお願い申し上げます。
◎当日ご出席の際は、同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
◎�電子提供措置事項のうち、次に掲げる事項につきましては、法令及び当社定款第14条２項の規定に基づき、書面交付請求をい

ただいた株主様に送付する交付書面には記載しておりません。
　①連結計算書類の連結株主資本等変動計算書及び連結注記表
　②計算書類の株主資本等変動計算書及び個別注記表
　�したがいまして、書面交付請求をいただいた株主様に送付する交付書面は、監査報告を作成するに際し、監査役及び会計監査

人が監査をした対象書類の一部であります。
　�なお、本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、電子提供措置事項から上記事項を除いたものを記載し

た書面を、株主様に一律でご送付しております。
◎電子提供措置事項に修正が生じた場合は、掲載している各ウェブサイトにおいて修正内容を掲載させていただきます。

記

１．日　　時　2025年６月27日（金曜日）午前10時
２．場　　所　東京都品川区大崎一丁目15番９号　当社１階光村グラフィック・ギャラリー
　　　　　　　（末尾の会場ご案内図をご参照ください。）
３．目的事項
　　　報告事項　第123期（2024年４月１日から2025年３月31日まで）
　　　　　　　　‌�事業報告の内容、計算書類の内容、連結計算書類の内容並びに会計監査人及び監

査役会の連結計算書類監査結果報告の件
　　　決議事項
　　　第１号議案　剰余金の処分の件
　　　第２号議案　取締役７名選任の件
　　　第３号議案　監査役３名選任の件
　　　第４号議案　補欠監査役１名選任の件

以　上
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議決権行使についてのご案内
株主総会における議決権は、株主の皆さまの大切な権利です。
後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、議決権を行使くださいますようお願い申し上げます。
議決権を行使する方法は、以下の３つの方法がございます。

こちらに議案の賛否をご記入ください。
第1号議案、第4号議案
▶賛成の場合　：「賛」の欄に〇印
▶反対する場合：「否」の欄に〇印
第2号議案、第3号議案
▶全員賛成の場合　：「賛」の欄に〇印
▶全員反対する場合：「否」の欄に〇印
▶一部の候補者を反対する場合：「賛」の欄に〇印をし、
　反対する候補者の番号をご記入ください

議決権行使書用紙のご記入方法のご案内

株主総会に
ご出席される場合

書面（郵送）で議決権を
行使される場合

インターネットで議決権を
行使される場合

日　時 行使期限 行使期限

同封の議決権行使書用紙を会場
受付にご提出ください。

同封の議決権行使書用紙に議案
に対する賛否をご表示のうえ、
ご返送ください。

次ページの案内に従って、議案
に対する賛否をご入力ください。

2025年6月27日（金曜日）
午前10時

2025年6月26日（木曜日）
午後6時到着分まで

2025年6月26日（木曜日）
午後6時入力完了分まで

書面（郵送）及びインターネットの両方で議決権行使された場合は、インターネットによる議決権行使を有効な議決権行使
としてお取り扱いいたします。また、インターネットにより複数回、議決権行使された場合は、最後に行われたものを有効
な議決権行使としてお取り扱いいたします。

※議決権行使書はイメージです。

見本
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インターネットによる議決権行使のお手続きについて
インターネットにより議決権を行使される場合は、下記事項をご確認のうえ、行使していただきま
すようお願い申し上げます。

「ログイン用QRコード」を読み取りいただくことで、
「ログインID」及び「仮パスワード」が入力不要でログインいただけます。

QRコードを読み取る
お手持ちのスマートフォンにて、同封の議
決権行使書副票（右側）に記載の「ログイン
用QRコード」を読み取る。

画面の案内に従って
行使完了です。

議決権行使書副票（右側）

ヘルプデスク
（三菱UFJ信託銀行株式会社 証券代行部）

　		0120-173-027
（通話料無料/受付時間 9:00 ～ 21:00）

システム等に関するお問い合わせ

QRコードを読み取る方法

見本

「ログイン用QRコード」はこちら

議決権行使サイトをご利用いただく際のプロバイダーへのインターネット接続料
金及び通信事業者への通信料金等は株主様のご負担となります。
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議決権行使書ウェブサイトにアクセスする

以降は画面の案内に従って
賛否をご入力ください。

議決権行使書副票（右側）

議決権行使書ウェブサイト
https://evote.tr.mufg.jp/

ログインID・仮パスワードを入力する方法

見本

「次の画面へ」をクリック

お手元の議決権行使書用紙の
副票（右側）に記載された

「ログインID」及び「仮パスワード」を入力
ログイン I D、パスワードをご入力のうえ、「ログイン」を選択してください。

パスワードを変更される場合は、ログインIDおよび現在ご登録されている
パスワードをご入力のうえ、「パスワード変更」を選択してください。

ログイン I D

パスワード
または仮パスワード

（４桁区切りで入力してください）
（半角）

（半角） ログイン

パスワード変更

「ログイン」をクリック

「ログインID」「ログインID」
「仮パスワード」は「仮パスワード」は
こちらこちら
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添付書類
事　　業　　報　　告

（　　　　　）2024年４ 月 １ 日から
2025年３月31日まで

Ⅰ．企業集団の現況
１．当連結会計年度の事業の状況

（1）事業の経過及び成果
　‌�　当連結会計年度におけるわが国の経済は、国内景気が緩やかな回復を示す一方、個人消費や設

備投資の伸びは限定的であり、回復力にばらつきが見られました、世界経済は米国新政権の通商
政策の先行き不透明感に加え、中国経済の先行き懸念、為替市場の変動などが重なり、先行き不
透明な状況は依然として継続しております。

　‌�　印刷業界におきましては、生活様式の変化に伴うデジタル化の加速による紙媒体の需要減少に
加え、燃料費や原材料価格などの高騰は継続するなど、依然として厳しい状況が続いております。

　‌�　当社におきましては、利益面に影響を及ぼすエネルギー価格や諸資材価格の高騰に対して得意
先の理解を得ながら製品価格の適正化を推し進めるとともに、印刷技術を活用した新たな分野へ
の進出を図っております。また、オンデマンド印刷の潜在ニーズや推し活市場の広がりを受けて、
LINEで簡単にフォトブック等のオリジナルアイテムを作れるサービス「日々レコ」（商標登録申
請中）を開発し、営業活動を開始いたしました。生産面では、前連結会計年度において行った印
刷工場の集約・統合の効果を発揮してグループ全体の機械稼働率の向上、内製化を図っておりま
す。なお、スクリーン印刷機を使用した半導体加工テープなどの産業資材製造事業においては、
立上げ準備を進め、一部の製品について本年1月より出荷を開始し安定的な供給を継続しており
ます。外部環境の影響により得意先の需要見通しや開発スケジュールに調整が入り、当初の予定
より量産開始が遅れましたが、その他の製品についても量産化に向けた技術的課題の解決に取り
組んでおります。

　‌�　以下、当連結会計年度の業績についてご報告申し上げます。なお、報告セグメントの事業内容
をより適切に表示するため、「電子部品製造事業」から「産業資材・電子部品製造事業」に名称
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を変更しております。当該変更は名称変更のみであり、事業区分別業績に与える影響はありませ
ん。また、当連結会計年度より、一部子会社の経営管理区分の変更に伴い、「印刷事業」に含め
ていた事業の一部を「不動産賃貸等事業」に変更しております。また、前連結会計年度との比較
情報は、当該変更後の報告セグメントの区分に基づき作成したものを開示しております。

　‌�　印刷事業は、自治体の刊行物や厚紙封筒等の増加があり、売上高140億69百万円（前年同期
比0.6％増）、営業損失３億13百万円（前年同期は３億51百万円の損失）となりました。

　‌�　産業資材・電子部品製造事業は、水晶業界関連業界への売上減少等により、売上高３億４百万
円（前年同期比5.5％減）となり、産業資材製造事業立上げ等のための先行投資に関わる費用等
もあり、営業損失１億５百万円（前年同期は０百万円の利益）となりました。

　‌�　不動産賃貸等事業は、売上高５億43百万円（前年同期比4.6％減）、営業利益２億60百万円（前
年同期比9.5％減）となりました。

　‌�　以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高は147億56百万円（前年同期比0.4％増）と
なりましたが、損益面では営業損失１億58百万円（前年同期は62百万円の損失）、経常損失49
百万円（前年同期は56百万円の利益）となり、特別利益として投資有価証券売却益４億33百万
円など４億71百万円、特別損失として減損損失２億13百万円など２億96百万円を計上した結果、
親会社株主に帰属する当期純利益70百万円（前年同期比24.5％増）となりました。

業績の推移

区　　　分 前　　　期 当　　　期 増　減　比

売 上 高 14,700,878千円 14,756,503千円 0.4％増
営 業 損 失 △62,817千円 △158,796千円 －　
経常利益または経常損失 56,769千円 △49,020千円 －　
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 56,689千円 70,563千円 24.5％増
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（2）資金調達の状況
　‌�　当連結会計年度において、特記すべき事項はありません。

（3）設備投資の状況
　　当連結会計年度における主要設備の新設、拡充

（4）事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況
　‌�　�該当事項はありません。

（5）他の会社の事業の譲受けの状況
　‌�　該当事項はありません。

（6）吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承継の状況
　‌�　該当事項はありません。

（7）他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状況
　　‌�該当事項はありません。

会社名 事業所名 事業区分 設備
の内容 総額 年月

百万円

光村印刷株式会社 那須工場
産業資材・

電子部品製造
生産用 568

2024年4月～
　2025年3月

事業区分別業績の推移

事業区分
売　　上　　高 営　業　利　益

前期 当期 増減比 前期 当期 増減比
千円 千円 千円 千円

印 刷 事 業 13,986,033 14,069,313 0.6％増 △351,182 △313,976 －

産業資材・電子部品製造事業 322,223 304,494 5.5％減 349 △105,348 －

不動産賃貸等事業 569,830 543,722 4.6％減 288,014 260,529 9.5％減

調 整 額 (△177,209) (△161,026) － － － －

合　　計 14,700,878 14,756,503 0.4％増 △62,817 △158,796 －
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２．直前三連結会計年度の財産及び損益の状況

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式総数に基づき算出しております。

年　　度

区　　分

2 0 2 2 年
３ 　 月 　 期

2 0 2 3 年
３ 　 月 　 期

2 0 2 4 年
３ 　 月 　 期

2 0 2 5 年
３ 　 月 　 期

第　120　期 第　121　期 第　122　期 第123期（当期）
売 上 高（千円） 15,412,550 14,791,329 14,700,878 14,756,503
経常利益または経常損失（千円） 416,494 △28,465 56,769 △49,020
親 会 社 株 主 に 帰 属 
す る 当 期 純 利 益（千円） 49,625 487,745 56,689 70,563

１株当たり当期純利益（円） 16.20 159.22 18.51 23.04
総 資 産（千円） 27,102,916 27,506,087 29,939,579 27,715,036
純 資 産（千円） 17,186,833 17,540,976 19,165,438 17,770,462
１株当たり純資産額（円） 5,551.48 5,666.03 6,195.24 5,736.81
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３．重要な親会社及び子会社の状況
（1）親会社との関係
　‌�　当社は、親会社はありません。

（2）重要な子会社の状況

４．対処すべき課題
国内景気が緩やかな回復を示す一方で、印刷業界におきましては、デジタル化の加速による紙媒

体の需要減少に加え、燃料費や原材料価格の高騰が継続しており、当社グループを取り巻く環境は
依然として厳しい状況が続いております。

このような状況下、当社グループは、基幹事業である印刷事業の立て直しを図るとともに、新規
事業の産業資材製造事業を軌道に乗せることで、収益の改善を推し進め、持続的な成長と中長期的
な企業価値の向上を図ってまいります。

印刷事業では、営業面においては引き続き得意先の理解を得ながら製品価格の適正化を進めてま
いります。また、「日々レコ」（商標登録申請中）、「高品質出力サービスMITSU-ART」、「インスト
アプロモーション」など新製品・新サービスのラインナップを拡充し営業活動を展開してまいりま
す。生産面においては、狭山工場への集約・統合による効果を追求し、グループ全体の機械稼働率

会　　社　　名 資　本　金 当社の出資比率 主要な事業内容
百万円 ％

印刷業：包装・パッケージ、
出版物・地図新 村 印 刷 株 式 会 社 100 100 

株 式 会 社 光 村 プ ロ セ ス 20 100 製版業
株 式 会 社 城 南 光 村 85 100 オフセット印刷業
光 村 商 事 倉 庫 株 式 会 社 20 100 倉庫及び運送業
株 式 会 社 メ デ ィ ア 光 村 60 100 映像制作業

株 式 会 社 大 洲 10 100 印刷物の企画立案、
ショッピングバッグ類の販売

群馬高速オフセット株式会社 80 65 新聞印刷業

10



の向上と内製化への取り組みを継続するとともに、新たに生産を開始した「専用封筒」や小・中ロッ
トに対応した加工設備の効率的な運用により収益改善に取り組んでまいります。新聞生産において
は、2026年１月の本稼働に向けて新聞新工場の建設が順調に進んでおります。株式会社読売新聞
東京本社と事業運営体制の協議を重ね、準備を進めてまいります。

産業資材・電子部品製造事業では、エッチング精密製品事業においては、業務提携先の強みを活
かした提案活動を通じて、新製品・新規受注を取り込み、収益拡大に取り組んでまいります。産業
資材製造事業においては、半導体加工テープの安定供給を継続するとともに、当社の設備・環境の
特長を活かして半導体用途以外の新たな市場も開拓し、製品ラインナップの拡充と事業基盤の強化
に取り組んでまいります。

不動産賃貸等事業では、経営資源の有効活用と財務体質の強化を図り、当社が保有する北品川棟
の早期活用を含め、現有資産の積極的かつ有効な活用に取り組んでまいります。

これらの施策により、次期の連結業績見通しにつきましては、売上高148億円、営業利益１億円、
経常利益２億円、親会社株主に帰属する当期純利益１億円を見込んでおります。株主の皆様におか
れましては、今後とも引き続き倍旧のご支援とご鞭撻を賜りますよう、ひとえにお願い申し上げま
す。
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５．主要な事業内容（2025年３月31日現在）
　当社グループの行う事業は、製版・印刷・製本及びこれらに関連する付帯事業を中心とした印刷
事業（主要製品：新聞印刷、出版印刷物、宣伝用印刷物、業務用印刷物、伝票類、証券類、連続伝
票、包装・パッケージ、映像制作他）、産業資材・電子部品製造事業（主要製品：半導体加工テー
プ、エッチング精密製品）及び不動産賃貸等事業（不動産賃貸、太陽光発電）であります。

６．主要な営業所及び工場（2025年３月31日現在）

光村印刷株式会社 当　社

本社 東京都品川区
大阪支店 大阪府大阪市中央区
川越工場 埼玉県川越市
狭山工場 埼玉県狭山市
那須工場 栃木県大田原市
坂戸事業所 埼玉県坂戸市

新村印刷株式会社 子会社
本社 東京都品川区
工場 埼玉県狭山市

株式会社光村プロセス 子会社 本社工場 東京都品川区
株式会社城南光村 子会社 本社 東京都品川区

光村商事倉庫株式会社 子会社

本社 東京都品川区
京浜島営業所 東京都大田区
川越営業所 埼玉県川越市
狭山営業所 埼玉県狭山市
川口営業所 埼玉県川口市

株式会社メディア光村 子会社 本社スタジオ 東京都品川区

株式会社大洲 子会社
本社 東京都文京区
物流倉庫 宮城県大崎市

群馬高速オフセット株式会社 子会社 本社工場 群馬県藤岡市

12



７．使用人の状況（2025年３月31日現在）

８．主要な借入先の状況（2025年３月31日現在）

９．その他企業集団の現況に関する重要な事項
　記載すべき重要な事項はありません。

（注）使用人数は、就業人員です。

使用人数 前連結会計年度末比増減
638名 23名減

借入先 借入額
　株式会社三菱ＵＦＪ銀行 1,000百万円
　株式会社みずほ銀行 710百万円
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Ⅱ．会社の現況
１．株式の状況（2025年３月31日現在）

（1）発行可能株式総数　　　9,947,800株
（2）発行済株式の総数　　　3,103,420株（自己株式40,154株を含む。）
（3）株主数　　　　　　　　　　2,365名
（4）大株主（上位10名）

（5）その他株式に関する重要な事項
　‌�　該当事項はありません。

２．新株予約権等の状況
　該当事項はありません。

（注）１．持株比率は自己株式を控除して計算しております。
　　　２．�ＤＩＣ株式会社の所有株式は、同社が退職給付信託の信託財産として拠出しているものであります。（株

主名簿上の名義は、「日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口･ＤＩＣ株式会社口）」で
あります。）

株　　主　　名 持株数 持株比率
三菱製紙株式会社 511,760株 16.70%
ＤＩＣ株式会社 457,020株 14.91%
株式会社読売新聞グループ本社 224,600株 7.33%
江口　弘尚 131,600株 4.29%
株式会社三菱ＵＦＪ銀行 112,700株 3.67%
株式会社ＳＣＲＥＥＮホールディングス 100,000株 3.26%
株式会社桜井グラフィックシステムズ 71,300株 2.32%
三菱ＨＣキャピタル株式会社 48,800株 1.59%
上田八木短資株式会社 44,600株 1.45%
阿部　茂雄 43,700株 1.42%
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３．会社役員の状況
（1）取締役及び監査役の状況（2025年３月31日現在）

（注）１．‌�取締役柴崎憲二及び榎本雅彦の両氏は、社外取締役であります。
　　　２．監査役佐藤信弘及び今泉浩美の両氏は、社外監査役であります。
　　　３．�当社は、取締役柴崎憲二、榎本雅彦及び監査役今泉浩美の各氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役

員として指定し、同取引所に届け出ております。
　　　４．‌�上記のほか当事業年度における取締役及び監査役の異動等は、次のとおりであります。 

監査役齋藤剛氏は2024年６月27日に辞任により退任いたしました。

氏　　名 地　　位 担当及び重要な兼職の状況

阿　部　茂　雄 取締役会長 （重要な兼職の状況）
ＴＡＣ株式会社社外取締役

嶋　山　芳　夫 代表取締役
取締役社長 社長執行役員

谷　川　隆　治 取　締　役 専務執行役員
印刷・情報生産本部長

御地合　英　伸 取　締　役 上席執行役員
印刷・情報営業本部長 兼 営業戦略部長

北　川　日出男 取　締　役 上席執行役員
新聞印刷事業部長

柴　崎　憲　二 取　締　役

榎　本　雅　彦 取　締　役

加　藤　立　人 常勤監査役

佐　藤　信　弘 監　査　役

今　泉　浩　美 監　査　役
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（2）責任限定契約の内容の概要
　‌�　当社と取締役（業務執行取締役等であるものを除く。）及び監査役は、会社法第427条第１項

の規定に基づき、同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該
契約に基づく損害賠償責任の限度額は、法令が定める最低責任限度額としております。なお、当
該責任限定が認められるのは、当該取締役又は監査役が責任の原因となった職務の遂行について、
善意でかつ重大な過失がないときに限られます。

（3）役員等賠償責任保険契約の内容の概要
　‌�　当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ

保険）契約を締結しております。同保険の被保険者は当社及び子会社の取締役、執行役員及び監
査役であり、填補対象とされる保険事故は、株主代表訴訟、会社訴訟、第三者訴訟などです。た
だし、法令違反の行為であることを認識して行った行為に起因する損害賠償請求については、填
補されません。なお、保険料は、当社が全額を負担しております。

（4）取締役及び監査役の報酬等
　①　報酬等の決定方針
　　‌�　取締役の報酬は、株主総会の決議により定められた報酬総額の限度内で、取締役会が当社の

事業規模、業界水準を勘案して定め、指名報酬委員会にて承認を受けた報酬基準を基礎として、
これに各人の職責、経験、能力及び実績を考慮の上、取締役会から委任を受けた代表取締役と
取締役が協議の上、決定しています。これらの手続きを経て取締役の個人別の報酬額が決定さ
れていることから、取締役会はその内容が方針に沿うものであり、相当であると判断しており
ます。監査役の報酬は、株主総会の決議により定められた報酬総額の限度内で、職責、経験、
能力及び実績に基づいて、監査役の協議にて決定しております。また、長期業績連動報酬の性
格を持たせるため、報酬の一部を自社株取得を目的とする報酬として、持株会を通じた自社株
購入に充当するものとしております。
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　②　報酬等の総額

（5）社外役員に関する事項
　①　重要な兼職先と当社との関係
　　‌�　記載すべき事項はありません。
　②　当事業年度における主な活動状況
　　ア．取締役会及び監査役会への出席状況

区　分 支給
人数

報酬等の総額
計基本報酬 業績連動

報酬等
非金銭
報酬等

取　締　役 7名 99百万円 －百万円 －百万円 99百万円
監　査　役 4名 19百万円 －百万円 －百万円 19百万円

計 11名 118百万円 －百万円 －百万円 118百万円

地位及び氏名
取締役会 （16回開催） 監査役会 （16回開催）

出席回数 出席率 出席回数 出席率
回 ％ 回 ％

取締役　柴崎憲二 16 100 ― ―
取締役　榎本雅彦 16 100 ― ―
監査役　佐藤信弘 16 100 16 100
監査役　今泉浩美 13 100 13 100

（注）�監査役今泉浩美氏の出席率は、就任後のそれぞれの開催回数(取締役会13回、監査役会13回)より計算して
おります

（注）１．‌�上記には当事業年度中に退任した監査役１名を含んでおります。
　　　２．‌�取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。
　　　３．‌�取締役の報酬限度額は、2005年６月29日開催の第103回定時株主総会決議において月額3,000万円以

内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただいております。
　　　４．‌�監査役の報酬限度額は、1994年２月15日開催の臨時株主総会決議において月額500万円以内と決議い

ただいております。
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　　イ．取締役会、監査役会等における活動状況
　　　　‌�　取締役柴崎憲二、取締役榎本雅彦、監査役佐藤信弘及び監査役今泉浩美の各氏は、企業

経営全般について、豊富な経験と幅広い見識に基づき議案審議等に必要な発言、助言を行っ
ております。また各氏は、必要に応じコンプライアンス体制及び運用状況について質問し、
取締役会の意思決定の適法性、妥当性を確保するための発言、提言を行っております。なお、
取締役柴崎憲二及び取締役榎本雅彦の両氏は、指名報酬委員会委員を務め、取締役等の指
名、報酬について審議し取締役会に答申するにあたり重要な役割を果たしております 。

　③　報酬等の総額

４．会計監査人に関する事項
（1）会計監査人の名称
　　有限責任監査法人トーマツ

（2）報酬等の額

（注）１．�当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会計
監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出根拠等が適切であるかについ
て必要な検証を行なったうえで、会計監査人の報酬等について、会社法第399条第１項の同意を行なっ
ております。

　　　２．�当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の監
査報酬の額を区分しておりませんので、①の金額には金融商品取引法に基づく監査の報酬等の額を含め
ております。

区　　　　　分 支払額
①当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 58百万円

②�当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額 58百万円

支給人員 支給額
社外役員の報酬等の総額 ５名 24百万円
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（3）非監査業務の内容
　‌�　該当事項はありません。

（4）会計監査人の解任または不再任の決定の方針
　‌�　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める解任理由に該当すると判断した

場合、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定し
た監査役は、解任後最初の株主総会において、会計監査人を解任した旨と解任理由を報告いたし
ます。

　‌�　また、監査役会は、会計監査人の監査体制、独立性、専門性及び職務等を確認し、不適当であ
ると判断した場合には、会計監査人の解任または不再任を目的とする議案を株主総会に提出いた
します。

（5）会計監査人の業務停止処分に関する事項
　　該当事項はありません。

５．会社の体制及び方針
（1）業務の適正を確保するための体制
　‌�　当社は、業務の適正を確保するための体制（内部統制システム）整備に関する基本方針を下記

のとおり定めております。
　・取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
　・�当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令･定款に適合することを確保する

ための体制
　・取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
　・当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規定その他の体制
　・当社及び当社子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制
　・�監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する事項及び

当該使用人の取締役からの独立性に関する事項並びに当該使用人に関する指示の実効性に関す
る事項
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　・�当社及び当社子会社の取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報
告に関する体制

　・その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

上記方針に基づく体制構築への活動は次のとおりであります。
　①　コンプライアンス体制構築への取り組み
　　　‌�　光村印刷グループは、企業の社会的責任を果たし、社会からの信頼に応えていく企業集団

であることを目指すため、コーポレートガバナンス基本方針を制定し、その活動指針として
「光村印刷グループ企業行動指針」を定め、法令の遵守、基本的人権の尊重、企業活動の透明性、
品質の向上と安全性の確保、環境との共生、社会貢献活動への参加、反社会的勢力との断絶
等を定め役員及び社員全員への周知と浸透を図っております。

　　　‌�　また、個人情報や特定個人情報の適切な取扱いに関する基本方針を定めるほか、公益通報
者保護については、社内窓口と、社外窓口として弁護士へのホットラインを設置した「コン
プライアンス相談・通報窓口」制度を運用しております。上記取り組みにつきましては、当
社ホームページ上にも公開しております。

　　　‌�　一人一人があらゆる活動において法令遵守と企業倫理を徹底することが不可欠との考えか
ら、社会の信頼に応えていくため取り組んでおります。

　②　損失の危険の管理に関する体制構築への取り組み
　　　‌�　当社は損失の危険の管理に関する規定その他の体制について、次のように取り組んでおり

ます。
　　　‌�　内部統制活動の強化は当社の大きな課題であります。企業の損失を極力抑制し、財務の安

全性・健全性を確保した上で、継続的に収益の拡大化をサポートするためには、会社のどこ
に「リスク」が存在するかを役員が認識し、「リスク」の顕在化を防ぎ、予防することが鍵
となります。

　　　‌�　そこで、各事業部の責任者・役員が共通認識として自部門の課題や問題点を把握し、コン
プライアンス部が中心となって調査を行い、その解決状況を含めて取締役会に報告し討議す
る体制としております。
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　　　‌�　また、当社子会社につきましては、定期的に関係会社社長会を開催し、子会社に対して、
業務及び取締役等の職務の執行状況、経営状況、財務状況その他重要な情報を的確に把握す
るため、当該社長会における報告及び関係資料等の提出を求める体制としております。

　③　内部統制有効性評価の実施
　　　‌�　「内部統制実施計画」に沿って策定した販売、購買等の「業務記述書」、「業務フロー」、「リ

スク・コントロール・マトリクス」に基づき、コンプライアンス部が各業務プロセスにおけ
る内部統制の有効性の評価を実施いたしました。その結果、重要な不備は発見されておりま
せん。

　④　監査役の監査体制構築への取り組み
　　　‌�　監査役は取締役会及び執行役員会等重要会議に出席し、取締役から月次の業務の執行状況、

計画達成のための具体的施策、担当部門の課題解決の進捗状況など詳しく報告を受けており
ます。必要に応じて質問し、または重要な決裁書類等を閲覧するなどにより、取締役の業務
執行状況が効率的かつ法令・定款に適合しているか監視・検証しております。

　　　‌�　特に、各事業所の業務監査を通じて、内部統制システムの基本方針及び具体的施策が末端
まで周知徹底され、効率的な業務の遂行がルール通り実施されているか、コンプライアンス
部と連携して調査・確認を行っております。

　　　‌�　また、社長と適宜面談し、経営全般の状況について意見交換を行っております。
（2）剰余金の配当等の決定に関する方針
　‌�　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な課題と位置づけております。配当につきましては、

企業体質の一層の強化と今後の事業展開に備えるために必要となる内部留保の充実を確保しつ
つ、業績や配当性向などを総合的に勘案しながら安定的・継続的に行うことを基本方針としてお
ります。なお、自己株式の取得及び処分につきましては、市場環境や資本効率等を勘案し、適切
な時期に実施することとしております。

　‌�　当社は、定款に取締役会決議による剰余金の配当等を可能とする規定を設けておりますが、配
当の実施につきましては、株主の皆様のご意向を直接伺う機会を確保するため、第123回定時株
主総会の決議事項といたしました。

（注）本事業報告に記載の数値は、表示単位未満の端数を切り捨てて表示しております。
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連　結　貸　借　対　照　表
（2025年３月31日現在）

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

科　　　　　目 金　額
［資産の部］
流　動　資　産 10,377,351
		  現 金 及 び 預 金 4,145,913
		  受 取 手 形 167,736
		  売 掛 金 1,819,433
		  製 品 434,567
		  仕 掛 品 204,855
		  原 材 料 105,971
		  有 価 証 券 3,200,000
		  未 収 還 付 法 人 税 等 28,786
		  そ の 他 272,686
		  貸 倒 引 当 金 △ 2,600
固　定　資　産 17,337,684
	 有 形 固 定 資 産 10,932,822
		  建 物 及 び 構 築 物 5,799,530
		  機 械 装 置 及 び 運 搬 具 692,382
		  工 具 器 具 備 品 52,741
		  土 地 3,434,482
		  リ ー ス 資 産 871,751
		  建 設 仮 勘 定 81,933
	 無 形 固 定 資 産 140,245
	 投資その他の資産 6,264,616
		  投 資 有 価 証 券 5,158,886
		  繰 延 税 金 資 産 127,684
		  退 職 給 付 に 係 る 資 産 891,646
		  そ の 他 169,327
		  貸 倒 引 当 金 △ 82,928

資　産　合　計 27,715,036

科　　　　　目 金　額
［負債の部］
流　動　負　債 5,381,532
		  支 払 手 形 及 び 買 掛 金 1,787,189
		  短 期 借 入 金 2,610,000
		  リ ー ス 債 務 167,012
		  未 払 費 用 284,519
		  未 払 法 人 税 等 29,931
		  賞 与 引 当 金 130,014
		  契 約 負 債 1,724
		  そ の 他 371,140
固　定　負　債 4,563,041
		  リ ー ス 債 務 775,529
		  役 員 退 職 慰 労 引 当 金 10,525
		  退 職 給 付 に 係 る 負 債 1,415,357
		  繰 延 税 金 負 債 2,046,111
		  そ の 他 315,517

負　債　合　計 9,944,573
[純資産の部]
株　主　資　本
	 資 　 本 　 金 100,000
	 資 本 剰 余 金 9,957,442
	 利 益 剰 余 金 5,857,768
	 自 己 株 式 △ 86,793

株 主 資 本 合 計 15,828,418
その他の包括利益累計額
	 その他有価証券評価差額金 1,615,948
	 退職給付に係る調整累計額 128,995

その他の包括利益累計額合計 1,744,943
非支配株主持分 197,100

純 資 産 合 計 17,770,462
負債純資産合計 27,715,036
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連　結　損　益　計　算　書
（自2024年４月１日至2025年３月31日）

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額
売 上 高
売 上 原 価

14,756,503
12,160,549

売 上 総 利 益
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

2,595,953
2,754,750

営 業 損 失
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金
そ の 他

164,289
44,773

△ 158,796

209,062
営 業 外 費 用

支 払 利 息
遊 休 資 産 諸 費 用
そ の 他

55,272
13,182
30,831 99,286

経 常 損 失
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益

37,537
433,539

△ 49,020

471,077
特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損
減 損 損 失
工 場 移 転 関 連 費 用
土 壌 改 良 費 用
解 体 撤 去 関 連 費 用

6,546
213,062
32,035
38,000
7,200 296,845

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

38,300
4,223

125,211

42,523
当 期 純 利 益
非支配株主に帰属する当期純利益

82,687
12,124

親会社株主に帰属する当期純利益 70,563

23

招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類



貸　借　対　照　表
(2025年３月31日現在)

（単位：千円）

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

科　　　　　目 金　額
[負債の部]
流　動　負　債 5,678,003
		  支 払 手 形 1,230,927
		  買 掛 金 496,685
		  短 期 借 入 金 3,210,000
		  リ ー ス 債 務 107,393
 未 払 法 人 税 等 15,000
		  未 払 金 77,454
		  未 払 費 用 261,578
		  預 り 金 18,097
		  設 備 関 係 支 払 手 形 142,234
		  賞 与 引 当 金 80,000
		  契 約 負 債 1,724
		  そ の 他 36,908
固　定　負　債 3,323,618
		  リ ー ス 債 務 446,263
		  退 職 給 付 引 当 金 938,782
		  役 員 退 職 慰 労 引 当 金 8,512
		  繰 延 税 金 負 債 1,614,542
		  そ の 他 315,517

負　債　合　計 9,001,621
［純資産の部］
株　主　資　本
資 　 本 　 金 100,000
資 本 剰 余 金 9,957,442

資 本 準 備 金 4,449,556
そ の 他 資 本 剰 余 金 5,507,886

利 益 剰 余 金 4,674,743
利 益 準 備 金 701,359
そ の 他 利 益 剰 余 金 3,973,383

圧 縮 積 立 金 910,865
退 職 給 与 積 立 金 2,700
別 途 積 立 金 2,000,000
繰 越 利 益 剰 余 金 1,059,818

自 己 株 式 △ 86,793
株主資本合計 14,645,393

評価・換算差額等
その他有価証券評価差額金 1,628,540
評価・換算差額等合計 1,628,540

純 資 産 合 計 16,273,933
負債純資産合計 25,275,555

科　　　　　目 金　額
［資産の部］
流　動　資　産 8,931,342
		  現 金 及 び 預 金 2,987,823
		  受 取 手 形 104,789
		  売 掛 金 1,378,295
		  製 品 305,020
		  仕 掛 品 156,738
		  原 材 料 49,641
		  有 価 証 券 3,200,000
		  未 収 入 金 504,736
		  未 収 還 付 法 人 税 等 24,214
		  前 払 費 用 63,965
		  そ の 他 157,117
		  貸 倒 引 当 金 △ 1,000
固　定　資　産 16,344,213
	 有 形 固 定 資 産 9,035,899
		  建 物 5,546,864
		  構 築 物 79,822
		  機 械 装 置 448,502
		  車 両 及 び 運 搬 具 529
		  工 具 器 具 備 品 44,898
		  土 地 2,285,394
		  リ ー ス 資 産 547,954
		  建 設 仮 勘 定 81,933
	 無 形 固 定 資 産 130,349
		  ソ フ ト ウ ェ ア 85,009
		  借 地 権 37,630
		  そ の 他 7,709
	 投資その他の資産 7,177,963
		  投 資 有 価 証 券 4,960,165
		  関 係 会 社 株 式 1,357,538
		  そ の 他 936,340
		  貸 倒 引 当 金 △ 76,080

資　産　合　計 25,275,555
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（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

科　　　　　　　目 金　　　　　　　額
売 上 高
売 上 原 価

11,091,703
8,930,987

売 上 総 利 益
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

2,160,715
2,247,335

営 業 損 失
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金
そ の 他

185,975
36,072

△ 86,619

222,047

営 業 外 費 用
支 払 利 息
遊 休 資 産 諸 費 用
そ の 他

46,512
13,182
30,313 90,008

経 常 利 益
特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益
投 資 有 価 証 券 売 却 益

37,537
433,539

45,419

471,077

特 別 損 失
固 定 資 産 除 却 損
減 損 損 失
工 場 移 転 関 連 費 用
土 壌 改 良 費 用
解 体 撤 去 関 連 費 用

6,289
149,779
32,035
38,000
7,200 233,305

税 引 前 当 期 純 利 益
法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税
法 人 税 等 調 整 額

15,159
2,912

283,191

18,072

当 期 純 利 益 265,119

損　益　計　算　書
（自2024年４月１日至2025年３月31日）

（単位：千円）
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2025年５月26日
光 村 印 刷 株 式 会 社
　 取 締 役 会 　　御　中	 有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ
	 東 　 京 　 事 　 務 　 所

� 指定有限責任社員　公認会計士　野　田　智　也　
	 　 業 務 執 行 社 員

� 　指定有限責任社員　公認会計士　後　藤　さおり　
	 　 業 務 執 行 社 員

監査意見
　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、光村印刷株式会社の2024年４月１日から2025年３月31日までの連
結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表につい
て監査を行った。
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、光村印刷株
式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正
に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準における当監査
法人の責任は、「連結計算書類の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関
する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監
査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示することにある。
また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視す
ることにある。
　当監査法人の連結計算書類に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他の記載内
容に対して意見を表明するものではない。
　連結計算書類の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記載内容と
連結計算書類又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、また、そのような重要
な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を報告すること
が求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
連結計算書類に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計算書類を作成し適正に表示す
ることにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要
と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　　連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
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　連結計算書類を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき連結計算書類を作成することが適切であるかどうかを
評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場
合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
連結計算書類の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての連結計算書類に不正又は誤謬による重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から連結計算書類に対する意見を表明することにあ
る。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、連結計算書類の利用者の意思決定に影
響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門家としての
判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・�　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、
実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入
手する。

　・�　連結計算書類の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

　・�　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合理性及び関
連する注記事項の妥当性を評価する。

　・�　経営者が継続企業を前提として連結計算書類を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠に基づき、
継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められるかどうか結論付ける。
継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において連結計算書類の注記事項に注意を喚起
すること、又は重要な不確実性に関する連結計算書類の注記事項が適切でない場合は、連結計算書類に対して除外事項付
意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来
の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

　・�　連結計算書類の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠しているかど
うかとともに、関連する注記事項を含めた連結計算書類の表示、構成及び内容、並びに連結計算書類が基礎となる取引や
会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　・�　連結計算書類に対する意見表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する十分かつ適切な監査証拠を入手
するために、連結計算書類の監査を計画し実施する。監査人は、連結計算書類の監査に関する指揮、監督及び査閲に関し
て責任がある。監査人は、単独で監査意見に対して責任を負う。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統制の重要
な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに
監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻害
要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
利害関係
　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

� 以　上
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2025年５月26日
光 村 印 刷 株 式 会 社
　 取 締 役 会 　　御　中	 有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ
	 東 　 京 　 事 　 務 　 所

� 　指定有限責任社員　公認会計士　野　田　智　也　
	 　業 務 執 行 社 員

� 　指定有限責任社員　公認会計士　後　藤　さおり　
	 　業 務 執 行 社 員

監査意見
　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、光村印刷株式会社の2024年４月１日から2025年
３月31日までの第123期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個
別注記表並びにその附属明細書（以下「計算書類等」という。）について監査を行った。
　当監査法人は、上記の計算書類等が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、
当該計算書類等に係る期間の財産及び損益の状況を、全ての重要な点において適正に表示しているものと認める。
監査意見の根拠
　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準に
おける当監査法人の責任は、「計算書類等の監査における監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国
における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を
果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。
その他の記載内容
　その他の記載内容は、事業報告及びその附属明細書である。経営者の責任は、その他の記載内容を作成し開示す
ることにある。また、監査役及び監査役会の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの整備及び運用における取
締役の職務の執行を監視することにある。
　当監査法人の計算書類等に対する監査意見の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当監査法人はその他
の記載内容に対して意見を表明するものではない。
　計算書類等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程において、その他の記
載内容と計算書類等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違があるかどうか検討すること、ま
た、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの兆候があるかどうか注意を払うことにある。
　当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合には、その事実を
報告することが求められている。
　その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。
計算書類等に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書類等を作成し適
正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類等を作成し適正に表示す

　　計算書類に係る会計監査人の監査報告書　謄本

独立監査人の監査報告書
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るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。
　計算書類等を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき計算書類等を作成することが適切であるか
どうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を
開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。
　監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
計算書類等の監査における監査人の責任
　監査人の責任は、監査人が実施した監査に基づいて、全体としての計算書類等に不正又は誤謬による重要な虚偽
表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告書において独立の立場から計算書類等に対する意見を
表明することにある。虚偽表示は、不正又は誤謬により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、計算書類
等の利用者の意思決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。
　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に従って、監査の過程を通じて、職業的専門
家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。
　・�　不正又は誤謬による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な虚偽表示リスクに対応した監
査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は監査人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる
十分かつ適切な監査証拠を入手する。

　・�　計算書類等の監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、監査人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査に関連する内部統制を検討する。

　・�　経営者が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに経営者によって行われた会計上の見積りの合
理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。

　・�　経営者が継続企業を前提として計算書類等を作成することが適切であるかどうか、また、入手した監査証拠
に基づき、継続企業の前提に重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認められ
るかどうか結論付ける。継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、監査報告書において計
算書類等の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する計算書類等の注記事項が適切でない
場合は、計算書類等に対して除外事項付意見を表明することが求められている。監査人の結論は、監査報告書
日までに入手した監査証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなく
なる可能性がある。

　・�　計算書類等の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して
いるかどうかとともに、関連する注記事項を含めた計算書類等の表示、構成及び内容、並びに計算書類等が基
礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを評価する。

　監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別した内部統
制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び監査の基準で求められているその他の事項について報告を行う。
　監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこ
と、並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講
じている場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容に
ついて報告を行う。
利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上
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　当監査役会は、2024年４月１日から2025年３月31日までの第123期事業年度の取締役の職務の執行
に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以下のとおり報
告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　（1）‌�　監査役会は、当期の監査の方針、監査計画、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況

及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報
告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　（2）‌�　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、当期の監査の方針、監査計画、職務
の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査
の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施しました。

　　　① �取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況について報告
を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所において
業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役
等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。

　　　② �‌�事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための
体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なもの
として会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内
容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人
等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を
表明いたしました。

　　　③ �会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するとと
もに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。
また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規
則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（2005年10月28日企業会計審
議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。

　　監査役会の監査報告書　謄本

監　査　報　告　書

30



　　‌�　以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結
貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
　（1）‌�　事業報告等の監査結果
　　　① �事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認

めます。
　　　② �‌�取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められ

ません。
　　　③ �内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部統制シ

ステムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認め
られません。

　（2）‌�　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　　　会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。
　（3）‌�　連結計算書類の監査結果
　　　会計監査人　有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当であると認めます。

　　　　2025年５月27日

	 光村印刷株式会社
	 監　査　役　会
	 常 勤 監 査 役　　　　　加　藤　立　人　◯印
	 監　　査　　役　　　　　佐　藤　信　弘　◯印
	 監　　査　　役　　　　　今　泉　浩　美　◯印

　　　　（注）‌�監査役のうち佐藤信弘、今泉浩美は会社法第２条第16号及び第335条第３項に定める社外
監査役であります。

以　上
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株主総会参考書類
議案及び参考事項
第１号議案　剰余金の処分の件
　�　当社は、株主の皆様への利益還元を重要な課題と位置づけております。配当につきましては、
企業体質の一層の強化と今後の事業展開に備えるために必要となる内部留保の充実を確保しつ
つ、業績や配当性向などを総合的に勘案しながら安定的・継続的に行うことを基本方針としてお
ります。

　�　以上の方針に基づき、期末配当金につきましては、以下のとおりとさせていただきたいと存じ
ます。

　期末配当に関する事項
　　（1）配当財産の種類

金銭といたします。
　　（2）株主に対する配当財産の割当てに関する事項及びその総額

当社普通株式１株につき金50円といたしたいと存じます。
なお、この場合の配当総額は153,163,300円となります。

　　（3）剰余金の配当が効力を生じる日
2025年6月30日といたしたいと存じます。

32



第２号議案　取締役７名選任の件
　取締役７名全員は、本総会終結の時をもって任期満了となりますので、改めまして取締役７名の
選任をお願いいたしたいと存じます。
　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

１ 嶋
しま
山
やま
芳
よし
夫
お

（1958年４月25日生）

1981年 ４月	 当社入社
2012年 ８月	 当社執行役員
2013年 ６月	 当社取締役
2015年 ６月	 当社上席執行役員
2017年 ６月	 当社常務執行役員
2019年 ６月	 当社専務執行役員
2020年 ６月	 当社副社長執行役員
2021年 ６月	 当社代表取締役社長（現任）
	 当社社長執行役員（現任）

取締役候補者とした理由
嶋山芳夫氏は、2021年より当社の代表取締役社長として経営を
担っております。経営全般に関する豊富な業務経験、実績、見
識を有していることから、引き続き取締役候補者といたしました。

24,325株

２ 御
お
地
ち
合
あい
　英
ひで
　伸
のぶ

（1966年10月14日生）

1990年 ４月	 当社入社
2019年 ６月	 当社執行役員
2021年 ６月	 当社取締役（現任）
2023年 ６月	 当社上席執行役員（現任）
2024年 ２月	 印刷・情報営業本部長　兼
	 営業戦略部長（現任）

取締役候補者とした理由
御地合英伸氏は、2019年より当社の業務執行役員を務めてお
ります。
当社事業に関する豊富な業務経験と実績及び経営全般に関する
知見を有していることから、引き続き取締役候補者といたしま
した。

6,002株

再 任

再 任
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候補者
番　号

氏　　　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

３ 北
きた
　川
がわ
　日

ひ で お
出男

（1960年７月８日生）

1985年 ４月	 当社入社
2019年 ６月	 当社執行役員
2022年 ６月	 当社上席執行役員（現任）
2023年 ６月	 当社取締役（現任）
	 新聞印刷事業部長（現任）

取締役候補者とした理由
北川日出男氏は、2019年より当社の業務執行役員を務めてお
ります。
当社事業に関する豊富な業務経験と実績及び経営全般に関する
知見を有していることから、引き続き取締役候補者といたしま
した。

7,774株

４ 藤
ふじ
　川
かわ
　和
かず
　典
のり

（1968年10月18日生）

1991年 ４月	 当社入社
2017年 ４月	 経理本部経理部長
2020年 ６月	 経理本部長 兼 経理部長
2023年 ６月	 当社執行役員（現任）
2024年 ６月	 経理本部長 兼 経理部長 兼
	 総務本部管掌（現任）

取締役候補者とした理由
藤川和典氏は、2023年より当社の業務執行役員を務めており
ます。
経理部門における豊富な業務経験と本部運営の実績、財務及び
会計に関する知見を有していることから、当社の取締役として
適任であると判断し、新たに取締役候補者といたしました。

1,209株

新任

再 任

34



候補者
番　号

氏　　　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

５ 村
むら
　川
かわ
　武
たけ
　彦
ひこ

（1967年３月12日生）

1985年 ４月	 当社入社
2017年 ４月	 印刷・情報事業部印刷・情報生産
	 統括本部川越工場川越製造部長
2022年 ６月	 印刷・情報生産本部川越工場長　兼
	 商印製造部長
2023年 ２月	 印刷・情報生産本部副本部長　兼
	 川越工場長　兼　商印製造部長
2023年 ６月	 当社執行役員（現任）
2023年 ８月	 印刷・情報生産本部副本部長　兼
	 狭山工場長　兼　生産管理部長
	 （現任）

取締役候補者とした理由
村川武彦氏は、2023年より当社の業務執行役員を務めており
ます。製造部門における豊富な業務経験と本部運営の実績を有
していることから、当社の取締役として適任であると判断し、
新たに取締役候補者といたしました。

1,423株

6 柴
しば
　崎
さき
　憲
けん
　二

じ

（1948年２月21日生）

1966年 ３月	 大和運輸㈱（現ヤマト運輸㈱）入社
2005年 ４月	 同社執行役員
2006年 ７月	 同社常務執行役員
2008年 ４月	 同社代表取締役
2009年 ６月	 同社監査役
2013年 ６月	 同社顧問
2015年 ６月	 当社社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
柴崎憲二氏は、ヤマト運輸㈱における会社経営に関する豊富な
経験と高い見識を有しており、当社の業務執行の監督機能強化
への貢献及び経営全般についての助言・提言が期待されること
から、引き続き社外取締役候補者といたしました。
なお、同氏の当社社外取締役在任期間は、本総会終結の時をも
って10年となります。

6,743株

新 任

再 任 社 外 独 立
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　（注）１．各取締役候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
　　　２．所有する当社株式の数には、持株会名義の株式を含んでおります。
　　　３．当社は、柴崎憲二、榎本雅彦の両氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定しております。
　　　４．�当社は、柴崎憲二、榎本雅彦の両氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、法令の定める額を限度と

して同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。両氏の再任が承認された場合は、
当該契約を継続する予定であります。

　　　５．�当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約を締結
しております。同保険の被保険者は当社及び子会社の取締役、執行役員及び監査役であり、填補対象とされる保
険事故は、株主代表訴訟、会社訴訟、第三者訴訟などです。ただし、法令違反の行為であることを認識して行っ
た行為に起因する損害賠償請求については、填補されません。なお、保険料は、当社が全額を負担しております。
本議案の候補者全員が同保険の被保険者であり、本議案が承認された場合は、引き続き被保険者となる予定であ
ります。

候補者
番　号

氏　　　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

7 榎
えの
　本
もと
　雅
まさ
　彦
ひこ

（1953年11月15日生）

1977年 ４月	 �プロセス資材㈱（現富士フイルムグラフィッ
クソリューションズ㈱）入社

2008年 ６月	 同社中部支社長
2009年 ６月	 同社大阪支社長
2010年 ６月	 同社執行役員
2014年 ６月	 同社常務執行役員
2016年 ６月	 同社参与
2018年 ６月	 当社社外取締役（現任）

社外取締役候補者とした理由及び期待される役割
榎本雅彦氏は、富士フイルムグラフィックソリューションズ㈱
における会社経営に関する豊富な経験と高い見識を有している
ことから、当社の業務執行の監督機能強化への貢献及び経営全
般についての助言・提言が期待されることから、引き続き社外
取締役候補者といたしました。
なお、同氏の当社社外取締役在任期間は、本総会終結の時をも
って７年となります。

2,376株

再 任 社 外 独 立

36



第３号議案　監査役３名選任の件
　監査役加藤立人及び今泉浩美の両氏は、本総会終結の時をもって任期満了となります。また、監
査役佐藤信弘氏は、本総会終結の時をもって辞任いたします。つきましては、監査役３名の選任を
お願いいたしたいと存じます。なお、監査役候補者藤浦貴夫氏は、補欠として選任されることにな
りますので、その任期は当社定款の定めにより、退任する監査役の任期の満了する時までとなりま
す。また、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。
監査役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏　　　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

１ 加
か
藤
とう
立
たつ
人
ひと

（1959年９月１日生）

1982年４月	 当社入社
2021年６月	 当社監査役（現任）

監査役候補者とした理由
加藤立人氏は、2021年より当社監査役を務めております。
就任以来、その職務を適切に遂行し、監査役会及び取締役会
の監査機能の向上に貢献していることから、当社の監査役に
適任であると判断し、引き続き監査役候補者といたしました。

1,884株

２ 今
いま
泉
いずみ

浩
ひろ
美
み

（1963年１月23日生）

1986年４月	 �日本テレビ放送網㈱（現日本テレビホール
ディングス㈱）入社

2017年６月	 ㈱日テレイベンツ取締役
2020年６月	 同社常務取締役
2024年６月	 当社社外監査役（現任）

社外監査役候補者とした理由
今泉浩美氏は、マスメディアについての幅広い見地及び会社
経営に関する豊富な経験を有しており、当社の監査体制の強
化に資することが期待されることから、引き続き社外監査役
候補者といたしました。
なお、同氏の当社社外監査役在任期間は、本総会終結の時を
もって１年となります。

82株

再 任

再 任 社 外 独 立

37

招
集
ご
通
知

事
業
報
告

連
結
計
算
書
類

計
算
書
類

監
査
報
告
書

株
主
総
会
参
考
書
類



　（注）１．各監査役候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
　　　２．�所有する当社株式の数には、持株会名義の株式を含んでおります。
　　　３．�当社は今泉浩美氏を東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定しております。
　　　４．�当社は加藤立人及び今泉浩美の両氏との間で、会社法第427条第１項の規定に基づき、法令の定める額を

限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。両氏の再任が承認さ
れた場合は、当該契約を継続する予定であります。また、藤浦貴夫氏の選任が承認された場合は、同氏と
の間で同様の責任限定契約を締結する予定であります。

　　　５．�当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約
を締結しております。同保険の被保険者は当社及び子会社の取締役、執行役員及び監査役であり、填補対
象とされる保険事故は、株主代表訴訟、会社訴訟、第三者訴訟などです。ただし、法令違反の行為である
ことを認識して行った行為に起因する損害賠償請求については、填補されません。なお、保険料は、当社
が全額を負担しております。加藤立人及び今泉浩美の両氏は同保険の被保険者であり、両氏の再任が承認
された場合は、引き続き同保険の被保険者となる予定であります。また、藤浦貴夫氏の選任が承認された
場合は、同氏は新たに同保険の被保険者となる予定であります。

候補者
番　号

氏　　　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

３ 藤
ふじ
浦
うら
貴
たか
夫
お

（1962年10月６日生）

1986年 ４月	 �三菱製紙㈱入社
2018年10月	 同社洋紙事業部副事業部長
2020年 ６月	 同社執行役員
2023年 ４月	 �同社コーポレート・ガバナンス本部長
2025年 ４月	 同社嘱託（現任）

社外監査役候補者とした理由
藤浦貴夫氏は、当社の大株主である三菱製紙㈱における会社
経営に関する豊富な経験と高い見識を有しており、当社のコ
ーポレート・ガバナンス体制及び監査体制の強化に資するこ
とが期待されることから、新たに社外監査役候補者といたし
ました。

０株

新 任 社 外

38



第４号議案　補欠監査役１名選任の件
　法令に定める監査役の員数を欠くこととなる場合に備え、予め補欠監査役１名の選任をお願いい
たしたいと存じます｡補欠監査役候補者は次のとおりであり、滝口幸司氏を監査役加藤立人氏の補
欠として選任いたしたいと存じます。
　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております｡

氏　　　　　　名
（生 年 月 日） 略歴、地位及び重要な兼職の状況 所 有 す る

当社株式の数

滝
たき
口
ぐち
幸
こう
司
じ

（1963年１月８日生）

1985年 ４月	 ㈱細川活版所（現当社）入社
2019年 ２月	 管理本部環境管理部長
2020年11月	 管理本部コンプライアンス部長
2025年 ２月	 経営企画室長付（現任）

補欠監査役候補者とした理由
滝口幸司氏は、2019年より環境管理部長を、2020年から
2025年までコンプライアンス部長を務めておりました。管理部
門において内部統制に関する豊富な業務経験と実績を有してい
ることから、当社の補欠監査役に適任であると判断し、補欠監
査役候補者といたしました。

454株

　（注）１．当該候補者と当社の間に特別の利害関係はありません。
　　　２．所有する当社株式の数には、持株会名義の株式を含んでおります。
　　　３．�当社は、当該候補者が監査役に就任した場合、同氏との間で会社法第427条第１項の規定に基づき、法令

の定める額を限度として同法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結する予定であります。
　　　４．�当社は、保険会社との間で会社法第430条の３第１項に規定する役員等賠償責任保険（Ｄ＆Ｏ保険）契約

を締結しております。同保険の被保険者は当社及び子会社の取締役、執行役員及び監査役であり、填補対
象とされる保険事故は、株主代表訴訟、会社訴訟、第三者訴訟などです。ただし、法令違反の行為である
ことを認識して行った行為に起因する損害賠償請求については、填補されません。なお、保険料は、当社
が全額を負担しております。当該候補者が監査役に就任した場合は、新たに被保険者となる予定であります。
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（ご参考）
　当社では、取締役及び監査役候補者の指名、選任にあたっては、取締役会議案審議に必要な広範な知識、経験及び
実績を具備していること。管掌部門の問題を的確に把握し、他の役職員と協力して問題を解決する能力があること。
人望があり、法令及び企業倫理の順守に徹する見識を有することを基準としております。
　当社が取締役候補者に対して特に期待する専門性及び経験・知見（スキル）は、以下のとおりであります。
氏　名 企業経営事業戦略 営業・マーケティング 製造・技術・品質管理 財務・会計 IT・デジタル 人事・労務・人材開発 法務・リスクマネジメント

嶋山　芳夫 ● ● ● ● ●
御地合英伸 ● ● ●
北川日出男 ● ● ●
藤川　和典 ● ● ● ● ●
村川　武彦 ● ● ●
柴崎　憲二 ● ● ● ●
榎本　雅彦 ● ● ●
※ 各人の有する全ての専門性及び経験・知見を表すものではありません。

　また、社外役員の選任にあたっては、「社外役員の独立性に関する基準」を設け、一般株主と利益相反が生じるおそ
れのない社外取締役又は社外監査役を、東京証券取引所の定めに基づく独立役員に指定しております。

社外役員の独立性に関する基準

　当社は、社外取締役及び社外監査役又はその候補者が、当社において合理的に可能な範囲
で調査した結果、以下に定める項目のいずれにも該当しない場合に、独立性を有していると
判断します。
（1）‌�現在又は過去において、当社及び当社の子会社（以下、併せて「当社グループ」という）

の業務執行者（業務執行取締役、執行役員、理事、事業部長格以上の上級管理職にある
使用人）であった者。

（2‌）‌�当社グループを主要な取引先（※）とする者又はその業務執行者。もしくは、当社グルー
プの主要な取引先又はその業務執行者。

　　（※）‌�主要な取引先とは、過去３事業年度のいずれかにおいて、当社グループとの取引
の支払額もしくは受取額が、当社グループもしくは相手方の年間連結売上高の２％
以上を占めている者をいう。

（3）‌�当社グループの主要な借入先（※）である金融機関その他の大口債権者又はその親会社
もしくは子会社の業務執行者。

　　（※）‌�主要な借入先とは、現在又は直前事業年度末において、当社グループの資金調達
において必要不可欠であり、代替性がない程度に依存している借入先をいう。

（4）‌�当社の大株主（※）又はその業務執行者。もしくは、当社グループが大株主となってい
る者の業務執行者。

　　（※）‌�大株主とは、総議決権の10％以上の議決権を直接又は間接的に保有する者をいう。
（5）‌�当社グループの会計監査人である監査法人の代表社員、社員、パートナー又は従業員。
（6）‌�当社グループから役員報酬以外に、多額の金銭（※）その他の財産を得ている弁護士、

公認会計士、コンサルタント等。
　　（※）‌�多額の金銭とは、過去３事業年度の平均で、個人の場合は年間1,000万円以上、

団体の場合は当該団体の連結売上高もしくは総収入の２％を超えることをいう。
（7）‌�当社グループから多額の寄付（※）を受けている法人・団体等の理事その他の業務執

行者。
　　（※）‌�多額の寄付とは、過去３事業年度の平均で、年間1,000万円又は当該組織の年間

総費用の30％のいずれか大きい額を超えることをいう。
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（8）‌�当社グループとの間で、社外役員の相互就任の関係にある会社又はその親会社もしくは
子会社の業務執行者。

（9）‌�過去３年間において、上記(2)から(8)までのいずれかに該当していた者。
（10‌ ）‌�近親者（配偶者及び二親等以内の親族もしくは同居の親族）が、上記(1)から(9)までの

いずれかに該当している者。
以　上
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目黒川
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湘南新宿ライン
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●
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●
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大崎ニューシティ
ゲートシティ大崎

〒

大井町▶

横浜
▼

◀渋谷

▲
品
川

りんかい線

新東口

新西口

Think Park

北
改
札
口

南
改
札
口

光村印刷
株式会社

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。

会　場 アクセス
光村印刷株式会社　本社
東京都品川区大崎一丁目15番９号
光村グラフィック・ギャラリー
電話　（03）3492－1181

株主総会会場ご案内略図

JR山手線・埼京線・湘南新宿ライン／
りんかい線
「大崎駅」下車南改札新東口より徒歩６分

東急バス（渋谷駅⇔大井町駅）「居木橋」前

目黒川
居
木
橋

●
コンビニ

湘南新宿ライン

山手線

公園

交番
●

大崎駅

大崎ニューシティ
ゲートシティ大崎

〒

大井町▶

横浜
▼

◀渋谷

▲
品
川

りんかい線

新東口

新西口

Think Park

北
改
札
口

南
改
札
口

光村印刷
株式会社

見やすく読みまちがえにくい
ユニバーサルデザインフォント
を採用しています。




